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　グループの活動には、その地域で家を建てようと考え

ている人たちに向けて、住まいづくりの情報発信を行う

ものもある。地域材を使った住まいづくりを普及するた

め、消費者向けのセミナーや勉強会などを開催している。

さらに、森林や製材工場の見学会やイベントなども実施

し、木や木造住宅に親しみを持ってもらおうとしている。

　一方、住まいづくりの事業者に向けても、地域材を使

用した住宅づくりの普及や建材の活用を促すため、事業

者向けの講習会などを開催するとともに、施工マニュア

ルなどを整備する動きも活発化している。

つくば緑友会
県内森林見学と国産材製材工場見学、木材製品市場見学

特定非営利活動法人 金澤町家研究会
金澤町家の市場流通促進に関する事業

石川県森林組合連合会
地産地消による県産材の普及と低炭素社会型木造住宅の提案に関する事業

一般社団法人 富士山木造住宅協会
地域材を活用した住宅の推進体制整備事業

木ここち倶楽部
地域工務店による岐阜県産材を使った家づくり促進事業

岐阜県木材協同組合連合会
県産スギ構造材の活用に資する「岐阜県産スギ横架材スパン表」の定着化に関する事業

一般社団法人 関西建築業協議会
既存木造住宅の見える化評価ツールによる長期優良化促進事業

NPO法人 ひょうご新民家21
あなたが棟梁　木材と構造を知ろう　事業

御杖村森林組合
消費地への１棟毎無垢構造材（品質認証）供給システム確立に関する事業

一般社団法人 山口県建設産業協会
長期優良住宅システム200「開発と普及に関する事業」

特定非営利活動法人 木と家の会
風土に適した「かがわ型住宅（地域型住宅）」手引き等の作成ならびに普及促進に関する事業

肥後もりの家ネットワーク事業協同組合
森林認証小国杉を活用した木造住宅の普及推進事業

地域の家づくりを広める
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現場見学会と毎月の勉強会がリンクし相乗効果を発揮

　今回の事業を通し、つくば緑友会では、消費者・
事業者双方に対する木造住宅の普及・啓蒙活動を実
施してきた。またセミナーや勉強会、アンケートの
実施を通じたフォローアップの取り組みも行ってき
ている。
　平成22年２月に開催された森林見学会では35
人、製品市場見学会では22人が参加。また同年３
月にも製品市場見学会を２回開催しており、計45
人が参加している。また毎月開催される定期勉強会
には、こうした現場見学会を通じて、毎月15組程
度が参加しているという。

　つくば緑友会での活動は一般消費者への情報提供
活動が中心となる。関心が高まっていることは間違
いないが、昨今の経済状況から会員各社の経営体力
も低下を余儀なくされている。また消費者心理とし
ても住宅の建設に踏み切れない人も少なくない。
　こうしたなかで、消費者にとって正しい情報を正
確に伝えていくためには、各種助成金を頼りにせざ
るを得ない面もある。ただ、本当に必要とされる経
費が助成対象外科目になっていたりするなど、本来
の活動目的を達成する上では新たな資金的課題にも
直面している。

事業によって
得られた成果

グループについて

　つくば緑友会は茨城県南西地域で主に

活動する材木店（木材販売業者）の若手

後継者によって平成９年に設立。活動を

始めてから12年が経過する。

　首都圏に属するこのエリアでは、全国

規模で営業活動を展開するビルダーもま

た活躍する地域。技術はありながらも営

業力や提案力の点で地元の工務店が水を

開けられれば受注の減少につながる。木

材販売業者もまたその影響を大きく受け

ることになる。

　こうしたなかで在来軸組工法による木造住宅と国

産木材の需要開拓を目的に活動を始めたのがつくば

緑友会となる。平成10年には、木材や木造住宅に対

して消費者が持つ疑問や誤解を解消するため、会員

自らが冊子「よくわかる木造住宅シリーズ（４部作）」

を執筆・編集・発行した。

　冊子の配布をきっかけに消費者から問い合わせが

あったことから、翌平成11年からは月１回の割合で

「よくわかる木造住宅定期勉強会」を開催している。

地域木造住宅市場活性化推進事業での取り組み

　平成20年度に引き続き、つくば緑友会では、「県

内森林見学と国産材製材工場見学、木材製品市場見

学」に取り組んだ。

　一般消費者を対象に、木材を伐採する素材生産、

製材工場における製材品加工や乾燥の工程、さらに

そうした材木を利用してできる木材製品の現場を見

学するフィールドワークを実施した。こうした生

産・製造・販売過程のプロセスを体感してもらうこ

とで、消費者自身に素材としての木の良さを実感し

てもらった。

　また国産の木材を使って住宅を建設する意味と意

義を、森林保全や環境問題の観点から学んでもらう

機会を提供した。

　木材生産者や木材販売業者は通常、住宅をつくろ

うとする一般消費者とは接点を持つことはほとんど

ない。しかし、実際に消費者と接し、直接話をする

機会を持つことで、自分たちの仕事に対しての励み

になるほか、消費者自身が森林保全の大切さと大変

さを目の当たりにすることができ、相乗効果が生ま

れるという。

　つくば緑友会の取り組みに対する一般消費者から

の関心は日増しに高くなってきている。見学会参加

者から自宅の建設に向けた検討と問い合わせも複数

受けている。まだ成約には至っていないが、毎月開

催される定期勉強会などを通じて信頼関係を構築し

ていきたい考えだ。森林見学会では一般消費者が木と森と環境について学ぶ

製材工場で木材を見て、触れて、聞いて知識を得る 定期的な勉強会も開催している

伐採現場の見学の様子

●中心メンバー　●構成メンバー

つくば緑友会では、国産木材を使った家づくりの普及・啓発活動を一般消費者に向け展開している。
毎月の定期的な勉強会と並行して、木材の生産・製材・販売の各プロセスを現場見学会を通じて紹
介し、現場から学んでもらう取り組みを実践している。

木材生産者

その他

大工・工務店

メンバー
構成

建築士 製材業者

木材販売業者木材販売業者

「百聞は一見に如かず」の消費者啓発活動に地道に取り組む

県内森林見学と国産材製材工場見学、
木材製品市場見学

つくば緑友会

●つくば緑友会

一般消費者が「現場」を見ることで実のある知識を習得してもらう

結成：平成９年
メンバー： 木材販売業者
メンバー数：5
連絡先：TEL・0297-48-1270

茨城県・守谷市
51
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町家の修復と活用に関する相談が増加

　「金澤町家の市場流通促進に関する事業」の一環
として実施した町家居住者・空き町家所有者への意
向調査により、町家の実態と、不動産市場で流通さ
せるうえでの可能性と課題を把握することができた。
町家所有者や一般市民、建築関係者、不動産業者の
間で町家に関する認識も高まっており、町家の修復
や売買、賃貸に関する相談も大幅に増加した。
　また、同事業の協同事業者である有限責任事業組
合（LLP）金澤町家では、４棟の金沢町家の修復を
行った。
　LLP金澤町家は、特定非営利活動法人金澤町家研
究会を母体とする団体。金沢職人大学校の修復専攻

課を修了した「歴史的建造物修復士」が、LLP金澤
町家として修復を実施。この修復業務により職人育
成に貢献することができた。
　修復した４棟のうちの２棟はギャラリーに、２棟
はドミトリー
に使用されて
おり、金澤町
家の魅力に直
接触れること
ができる場と
して活用され
ている。

事業によって
得られた成果

グループについて

　特定非営利活動法人 金澤町家研究会

は、「金澤町家」を金沢の歴史的遺産と

して継承していくことにより、風格と魅

力のある街並みを維持していこうという

団体。大学教員や研究者、設計士、職人、

一般市民などが参加している。

　NPO法人格の取得は平成20年だが、

任意団体としては平成17年から活動し

ている。

　同会では、商人や職人のための「町家」

だけでなく、門・土塀等を備えた「武士

系住宅」、戦前に建てられた「近代和風住宅」など

の歴史的な建築物を「金澤町家」と総称し、保存に

努めている。

　金沢は大規模な城下町として発展し、第二次世界

大戦時には空襲を免れたため、今日においても歴史な

建築物や街並みが残っている。しかし近年では、年間

約300棟弱の金澤町家が取り壊されている状況にある。

　そこで同団体では、金澤町家を取り壊すのではな

く再生・活用を促すため、その魅力や活用の可能性

を所有者や一般市民（住まい手）に認識してもらう

ための活動を行っている。

　具体的には、謡やお茶を楽しむ会、ライブ公演、

アート展示、セミナーなどのさまざまなイベントを

町家で開催する「町家巡遊」を企画。町家修復に関

する相談会や、優れた町家を顕彰する「優良町家」

認定などを行っている。

　年に４回「町家だより」を発行するなど、情報発

信にも注力する。

地域木造住宅市場活性化推進事業での取り組み

　「平成21年度地域木造住宅市場活性化推進事業」

に採択された「金澤町家の市場流通促進に関する事

業」では、金沢町家の市場流通の可能性を探り、流

通を促進する仕組みについての検討を行った。

　町家が減少する理由のひとつには、所有者が町家

の価値を認識していないことがあるという。「町家

に住んでみたい」という一般消費者は増加している

ものの、所有者が町家の価値を認識していないため、

取り壊されてしまうのだ。

　この、「住みたい人がいるのに取り壊されている」

というミスマッチを解消するため、不動産市場での

金澤町家の流通を促進するのが同事業の狙い。

　まず、第１次調査として、町家に居住中の世帯

（6000軒）に対し、いつまで住み続けるのか、どの

ような条件ならば住み替えるのかを調査した。第２

次調査として空き町家の所有者（約1000軒）に対し、

今後どのように処分する予定か、どういった条件な

らば売却・賃貸するのかを調査した。

　併せて、以前から行っていた「町家巡遊」を、より

本格的に展開。所有者が売却・賃貸を希望する町家を、

町家住まい希望者が見学するイベント「住みたい町

家を探そう」などを実施した。町家所有者や町家居

住希望者を対象としたシンポジウムも開催した。

　さらに、「移住・住み替え支援機構」の「マイホー

ム借り上げ制度」と、金沢市が運用している「かな

ざわ町家情報バンク」、町家改修事業を手掛ける有

限責任事業組合（LLP）金澤町家との連携方策につ

いて検討を行った。

修復現場見学等を開催し、町家に対する意識向上を促進する

ワークショップや演劇等の会場としても町家を活用する

町家に作業場を構える職人によるレクチャーを実施した

住居や店舗として使われている町家の一般
公開も行った

●中心メンバー　●構成メンバー

石川県の特定非営利活動法人 金澤町家研究会は、一般消費者に金澤町家の魅力を伝え、町家所有
者に不動産としての価値を認識してもらうことで、金沢の歴史的な街並みを残そうとしている。そ
のために、学術調査や各種イベントなどを実施している。

木材生産者

その他

大工・工務店

メンバー
構成

建築士 製材業者

木材販売業者

その他

大工・工務店

建築士

市場流通を活性化し、金澤町家を保存

金澤町家の市場流通促進に関する事業
特定非営利活動法人 金澤町家研究会

●特定非営利活動法人 金澤町家研究会

金澤町家の価値を啓蒙し、修復・再生を促進

結成：平成20年
メンバー： 大工・工務店、建築士、その他
メンバー数：70
連絡先：TEL・076-263-6371

石川県・金沢市
52
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ガイドブックを学生や旅館などに配布

　同連合会が作成したガイドブックは「森と木と家」
をテーマに、川上（森林）、川中（製材・加工）、川
下（設計・建築）の流れを網羅する。伝統技術と現
代技術の対比と融合、自然界と人間社会の共生など
さまざまな観点から解説し、「立体的かつ俯瞰した
視点で誰もが理解を深められる総合的なもの」に仕
上がっている。
　石川県及び県内市町建築担当所管、県内の全図書

館、金沢工業大学建築学部の木構造を受講する学生、
石川工業高等専門学校建築学科の学生、加賀温泉郷
全60旅館などに配布した。
　また、セミナーも事業者を対象に開催（参加者
50人）したほか、建築を学ぶ学生（24人）、消費
者（33人）それぞれを対象にした「森林・木・家」
実感ツアーも開催した。

事業によって
得られた成果

グループについて

　石川県森林組合連合会の「地産地消による県産材

の普及と低炭素社会型木造住宅の提案に関する事

業」は、木材生産者、製材、工務店、大工、設計士

など木材・住宅供給に携わる川上から川下までの事

業者の連携を中心に、大学、林業試験場など産学官

が協働したプロジェクトだ。地域古来の製材や伝統

工法などを検証し、現代技術との融合の視点から、

地域の気候風土に根ざした「県産材ブランド」の品

質向上と、長寿命化や自然エネルギーを活用した省

エネかつ自然環境と共生する「低炭素型木造住宅」

をエンドユーザーの視点から提案した。

　木造住宅建築に携わる川上から川下の関係者が一

堂に会することで、それぞれが有する課題を理解し、

俯瞰したものの見方を共有することができ、それぞ

れの立場を理解した家づくりの知識やノウハウを得

ることができたという。

　同連合会では、現在、連綿と受け継がれてきた伝

統的な製材、建築工法に培われた自然素材である木

材の特徴を十分理解した有効な使用方法を取り入れ

る建築士などの技術者の育成と、消費者への啓発活

動に力を注いでいる。

地域木造住宅市場活性化推進事業での取り組み

　石川県では９万9000haの人工林が造成され、現在、

このうち約６割の間伐が必要とされている。

　間伐の推進とともに、県産材を地域ぐるみで活用

することが重要となっているが、丸太から製材、部

材への加工工程において規格化や合理化などによる

短納期での供給が求められることにより、歩留まり

悪化によるロスの助長や県産材が持つ本来の優れた

特性を活かしきれていない状況にある。

　こうしたなかで地産地消による低炭素社会の普及

を推進する情報発信を行い、地域木造住宅市場の活

性化を図ることが「地産地消による県産材の普及と低

炭素社会型木造住宅の提案に関する事業」の目的だ。

　具体的には、丸太が持つ曲がり、ソリ、節に応じ

たきめ細かな使い方により歩留まりを高める利用方

法を検討。また、葉枯らしや貯水保管などの乾燥に

より製材後のワレ・クルイ・ソリを最小限にしたり、

木材の色沢を増すなど品質の高い製材品づくりの先

人の知恵がある。これらを学び伝えることでエンド

ユーザーの意識改革を促すとともに、製材加工期間

のむやみな短縮化を是正し、適正な製材プロセスづ

くりによる高品質な県産材のブランド化及び品質証

明表示制度などの導入も検討した。

　また、現場に密着した技術提案として、曲がりの

ある部材の利用、皮付き部材による効果的な施工方

法と低価格化を実現する実務の施工現場に即した容

易に施工できる方法を提案した。

　さらに、湿った重い雪、日照の少ない冬、湿度の

高い夏など、北陸地域の気候風土をふまえ、ライフ

サイクルCO2を低減し、長寿命化や省エネなど地域

に適した木造住宅を提案した。具体的には、地域の

伝統的建築技法や、太陽、風、地熱など自然エネル

ギーを活用した建物の気密断熱化、進化する省エネ

設備を組み合わせた「北陸版エコハウス」を提案した。

　木材生産者から製材、工務店、大工、設計士およ

びエンドユーザーなどを対象に「低炭素型住宅」へ

の気づき、機運づくりを図ることを目的に、ガイド

ブック「いしかわの森の木の家」を発刊した。この

ガイドブックを活用し、木造住宅関連事業者やエン

ドユーザーを対象としたセミナーも開催、その普及・

啓発活動にも取り組んでいる。

伝統的な建築技法による木をふんだんに使ったモデルハウス

建築を学ぶ学生を対象にした「森林・木・家」実感ツアーを開催 ガイドブック「いしかわの森の木の家」を作成し、学生などに配布

●中心メンバー　●構成メンバー

石川県森林組合連合会は、木材・住宅供給に携わる川上から川下までの事業者が連携、産学官の協
働による事業を展開する。「北陸版エコハウス」を提案し、消費者に対する普及・啓発活動を続け
ている。

木材生産者

その他

大工・工務店

メンバー
構成

建築士 製材業者

木材販売業者

建築士

木材生産者

その他

大工・工務店

製材業者

木材販売業者

先人の知恵を学び・伝えることで消費者の意識を改革

地産地消による県産材の普及と低炭素
社会型木造住宅の提案に関する事業

石川県森林組合連合会

●石川県森林組合連合会

伝統建築技法と自然エネルギーを組み合わせた「北陸版エコハウス」を提案

結成：平成21年
メンバー： 木材生産者、製材業者、木材販売業者、大

工・工務店、建築士、その他
メンバー数：15
連絡先：TEL・076-238-1641

石川県・金沢市
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地域認証材住宅48棟を建設

　「地域材を活用した住宅の推進体制整備事業」は、
住宅の長寿命化の拡大と、それに通じた富士山桧な
ど地域材活用の推進および木造住宅市場の活性化に
つながった。
　山林・製材所が活性化し、ウッドマイレージによ
る輸送コストなどの削減が期待できるとともに、地
域材のトレーサビリティ形成により消費者へ安心感

を提供することもできたという。
　具体的な成果としては、地域認証材住宅を48棟
建設したほか、木造住宅づくりの担い手として20
人を育成した。また、計５回のセミナーを開催し、
消費者に対して地域材の小冊子を配布するなど、普
及・啓発活動を実施。合計参加人数は295人にの
ぼった。

事業によって
得られた成果

グループについて

　静岡県の富士山木造住宅協会は、富士山周辺の工

務店と流通業者、製材所、資材メーカー、山林家の

連携により、地域材を活用した住宅供給及び情報の

共有化を図るために平成20年に設立された。会員数

は263社に達している。

　特に、国の情報を正確にスピーディに伝え、地域

に必要とされる大工・工務店のネットワーク化と、

さまざまな法改正などの変化に対応できる体制づく

りに注力している。その背景には、メーカーや商社

などにより肉付けされた提案に振り回されずに、大

工・工務店の視点で新たなビジネスモデルを構築し

ていきたいという思いがある。

　地域工務店が市場の変化に対応できる体制のサ

ポート、地域の資材を有効活用する住宅の普及推進、

工務店の資格取得推進、地域関連業者の育成、関連

事業者の情報の共有化などに取り組み、これまで長

期優良住宅先導的モデル住宅や、SGEC地域認証材

を活用した住宅などの供給実績をもつ。

　地域の関連事業者との連携を通じ、個々の技量を

活かした新たな取り組みの必要性を再認識すると同

時に、地域に必要とされる工務店や他団体との交流

も生まれ、今後の展開の可能性が広がっている。　  

　また、地域の「森林（富士山の木）守り」として

の情報発信を開始できたことも協会を設立した大き

な意義であるという。

地域木造住宅市場活性化推進事業での取り組み

　同協会が21年度に取り組んだ「地域材を活用した

住宅の推進体制整備事業」は、地域型長期優良住宅

の生産・供給の体制を構築・整備するものである。

　静岡県の地域森林認証材を使った長寿命住宅の推

進を図り、良質な木材が持つ特性を生かした地球温

暖化防止、地域における住宅の維持管理や住宅履歴

を定着させるために、木材の生産から住宅の供給ま

での事業者が連携して、地域森林認証材住宅の普及

を図る。

　具体的な取り組みは大きく６点ある。

　木材製品の製造者認証取得のために木材の強度・

含水率などの品質証明書を作成中。

　人材の育成については、定期的なセミナー・講習

会を計画し、製造者・大工・設計・技術者等ネット

ワーク全体の知識・技術のスキルアップを図った。

　住宅履歴データベースについては、地域ネット

ワークをベースに、長期優良住宅及び一般住宅の履

歴の活用を顧客が長期的に依頼を寄せることができ

る関係体制を構築。さらに第三者による住宅のメン

テナンスを円滑に行える体制を構築した。

　また、地域木造住宅型式認定仕様書についても作

成中だ。

　製造者認証についても取得中で、会員の長期優良

住宅認定、性能表示申請など審査時の大幅簡略化に

も取り組んだ。

　消費者に向けては、“しずおか優良木材の家”およ

び富士山麓ブランド「富士輝」を活用する住宅の普

及・啓発活動を行った。

　協会を母体としたこれらの活動により、住宅資材

としての利用実績の少ない富士山麓の桧の地産地消

の展開が可能となり、地域の木造住宅活性化に向け

て先導的な役割を果たしている。

消費者に対して地域材の小冊子を配布し、普及活動を実施

“富士山の木 ”でつくる家をのぼりやシートなどでアピール

定期的なセミナー・講習会で人材を育成

●中心メンバー　●構成メンバー

一般社団法人 富士山木造住宅協会は地域材を活用した長寿命住宅の供給に取り組んでいる。木材
の生産から住宅の供給まで一連の流れのなかで、さまざまな取り組みを進め、消費者に対する普及・
啓発活動も続けている。

木材生産者

その他

大工・工務店

メンバー
構成

建築士 製材業者

木材販売業者

木材生産者

大工・工務店

建築士 製材業者

木材販売業者大工・工務店

富士山の木守りとして情報を発信

地域材を活用した住宅の推進体制整備
事業

一般社団法人 富士山木造住宅協会

●一般社団法人 富士山木造住宅協会

県産材100%のモデル住宅を建築

結成：平成20年
メンバー： 木材生産者、製材業者、木材販売業者、大

工・工務店、建築士
メンバー数：263
連絡先：TEL・0545-35-3003

静岡県・富士市
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“ ぎふの木の家 ”モデル棟を建築中

　オリジナル規格住宅「ぎふの木の家」の具体的な
モデルプランを製作した。これは地域材（長良杉・
東濃桧）100%による高性能住宅を、いかに低コ
ストで効率的につくるかという試みである。
　実際のモデル棟を建築中で、平成22年９月末に

建方を完了、12月末までに竣工の予定。
　現在、見学会の企画を立案中。今後はこのモデル
棟を自社の主力商品として扱う工務店を募集するた
め、価格や仕様などの条件や販促ツールの作成など
を進めていく。

事業によって
得られた成果

グループについて

　大手住宅メーカーやビッグビルダーな

どの宣伝・広告に押されて、地域工務店が

受注に苦戦するケースが顕著になってい

る。地域工務店の家づくりの魅力の一つは

木の良さを発揮する木の家づくりの技術

を持つこと。地域材活用の機運が高まるな

か、地域材を使った木の家づくりの魅力を

伝え、地域工務店の受注支援を行うことを

目的に、木材建材販売の後藤木材が中心と

なり、工務店10社を会員に設立したのが

木ここち倶楽部である。

　「作り手と住まい手がともに価値観を共有できる

家づくり」をモットーに、消費者側に立って工務店と

の出会いの場をつくり、家の完成までフォローする。

　最大の特徴は、家づくりを検討中の消費者が、作

り手から一方的に営業されることなく、セミナーや

ダイレクトメール、相談サービスなどを通して、地

域の優良工務店について第三者的な立場の情報が得

られる点だ。同倶楽部の会員工務店は、最低限完成

保証登録店の水準であることを要件とし、一定の安

心を確保している。

　また、一過性の紹介にとどまらず、「本当に満足

のいく家づくり」など、家づくりに関する本質的な

認識を深めてもらうことに力点をおいて活動してい

ることも特徴の一つである。

地域木造住宅市場活性化推進事業での取り組み

　平成21年度には、それまでの取り組みをさらに拡

大、充実させた。

　具体的には、一般消費者への啓発活動と地域工務

店との出会いの創造を進めるため、大小の「家づく

りセミナー」を計27回実施した。

　工務店紹介の場としての「家づくり見学ツアー」

は４回開催。企画に参加する工務店の現場を見学し

て回るイベントで、工務店主などと身近に話す機会

になっている。

　これら従来からの取り組みに加え、新たに「地産

地消」というテーマから「地域材を利用した家づく

り」に関する情報提供など普及啓発活動にも取り組

んだ。東白川製材協同組合と連携した森林体験ツ

アーや地域材を活用した家づくり見学ツアーなどの

ほか、地域材を使う必要性などを啓発するセミナー

も開催した。

　工務店会員の増加も図り、スタート時の10社から

15社へと拡大している。

　一方で、新たな活動として、県産材、特に長良杉

の利用推進にも取り組んでいる。

　長良杉は外国産材と比較すると価格が高く、品質

が一定でないため、住宅への採用が進まないという

現実がある。品質を左右する乾燥技術が広く行き渡り、

適正な価格で安定的な供給が可能になれば、住宅と

しての性能が向上し、消費者への訴求力も高まる。

　そのため製材会社などの協力を得て、消費者への

情報提供など普及啓発活動を進めると同時に、長良

杉の利用を妨げている技術面（乾燥）、供給面（供給

体制や価格）における諸問題の解決、さらに県産材

による住宅モデルの企画開発などを目的とする研究

チームを立ち上げ、その流通拡大に取り組んでいる。

　具体的には、過熱蒸気式木材乾燥採用による乾燥

技術の向上、木構造設計の段階から、めり込みなど

の強度面に気を配りながら規格を標準化すること、

さらに構造躯体だけでなく建材や羽柄材への活用を

含めた住宅「ぎふの木の家」を企画し、長良材利用

の歩留まりを向上させ、価格の低減に取り組んだ。

　地域材活用を同会のメインテーマとして取り上げ

たことをきっかけとして「ぎふの木の家」のモデル

プランを製作、地域材100％で高性能住宅を、低コ

ストで効率的につくるという試みは先進的なもので

あろう。

　こうした活動を通じて、平成21年度の木ここち倶

楽部会員の実績は、受注件数15棟（20年度実績8棟）、

地域材使用量200㎥（同12㎥）を達成した。

オリジナル規格住宅 “ぎふの木の家 ”モデルを建設

建設すすむ地域材 100％の高性能住宅 一般消費者へのアピールにも取り組む

●中心メンバー　●構成メンバー

岐阜県の木ここち倶楽部は、地域材を使った木の家づくりを武器に地域工務店の受注促進を図って
いる。地域の優良工務店について第三者的な情報を発信していることが大きなポイントだ。さらに
地域材活用をテーマに地域材100％の「ぎふの木の家」のプラン製作にも取り組んだ。

木材生産者

その他

大工・工務店

メンバー
構成

建築士 製材業者

木材販売業者大工・工務店

新たな取り組みとして長良杉の利用も推進

地域工務店による岐阜県産材を使った
家づくり促進事業

木ここち倶楽部

●木ここち倶楽部

県産材100%のモデル住宅を建築

結成：平成17年
メンバー： 大工・工務店
メンバー数：15
連絡先：TEL・058-271-3603

岐阜県・岐阜市
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適正なスギ平角材の梁・桁材の選択が可能

　岐阜県産のスギ材のスパン表を作成することに
よって、これまでのように全国一律のスパン表に頼
ることなく、良材である岐阜県のスギ材による横架
材の断面を決定することができる。
　また、スギ平角材は、強度性能に対する正しい情
報が不足し、工務店や設計士などが利用しにくい状
況にあった。岐阜県産スギ横架材のスパン表ができ、
その普及を進めることで、適正なスギ平角材の梁・

桁材の選択ができ、木造住宅建設の促進が図られる。
　そのため、地域材としての県産スギ平角材の規格
化と流通が円滑化し、工務店などのニーズに沿った
建材の生産体制の整備も期待される。
　また、従来、郷土への不安感から、過大気味のス
ギ横架材梁せいの適正寸法が図られ、施主への価格
的メリットとともに、加工部門において寸法の共通
化、規格化が進み、生産の合理化も推進される。

事業によって
得られた成果

グループについて

　岐阜県木材協同組合連合会は昭和36

年に設立、木材業、製材業、木製品製造

販売業、木造住宅建築業を行う事業者で

構成され、会員数は45協同組合、1453

社におよぶ。

　岐阜県の建築用材としての森林資源

は、スギとヒノキがほぼ半数ずつを占め

ているが、構造材としてスギ材を利用す

ることは少ない。特に横架材は主にベイ

マツなどが利用されており、スギ材の

横架材への使用は極めて少ない。これは、

スギがこれらの木に比べて強度が低い

というイメージが強いためである。

　近年、「顔の見える家づくり、地域材を使った家

づくり」への要望が高まる一方で、戦後植林された

スギ人工林も成長し、十分に木造住宅の構造材とし

て利用できるようになっている。

　このため同連合会では、平成20年度に岐阜県産ス

ギ横架材のスパン表を作成した。地域の工務店や建

築士が安心して岐阜県産スギ材を木造住宅に使用で

きるようにすることを狙いに、県内各地のスギ原木

から製材した平角材の曲げ強度試験を行って、作成

したものである。

　このスパン表作成にあたっては同連合会会員をは

じめ、学識経験者など15人が集まった。また、スパ

ン表は建築士など住宅建築側が使用しなければ無意

味であり、作成段階から建築士、工務店、建築行政

部門などの利用者が作成委員として携わって作り上

げた。

　住宅建材部材は種類が多く、使用場所、使用条件

などが種々多様であることから、どのようなスパン

表が一番必要とされているか、どの程度にまとめれ

ば合理的なのか、などについての検討に時間を要した。

　材の供給者、加工者、販売者、設計者、工務店な

どそれぞれの立場からの要求を満足させるためには、

多様な職種のメンバーで取り組むことが不可欠で

あったという。

地域木造住宅市場活性化推進事業での取り組み

　作成したスパン表は総頁数が800頁を超えるもの

であり、スパン表を木造住宅業界で活用、定着化さ

せるため21年度に実用版を作成、発行した。県内の

建築士、工務店及びプレカット工場CAD要員など

に配布するとともに、各地でスパン表活用のための

講習会を開催し、岐阜県産スギ材の構造用部材とし

ての活用を図る。

　同時に地域材を使った木造住宅建築を推進してい

く。

　具体的には、スパン表を2500部印刷し、岐阜県

建築士会の建築士に1700部、岐阜県産直住宅協会

会員の工務店に300部、プレカット工場に50部、岐

阜県建築事務所等関係機関に450部を配布した。

　また、スパン表活用講習会は、県内を5ブロック

に分け、建築士などを対象にスパン表の活用法の講

習会を全９回にわたり開催した。

　さらに現在の木造住宅建築は、機械プレカット加

工が主流であることから、岐阜県プレカット協議会

会員工場のCAD要員を対象に講習会を開催したほ

か、CADにスパン表を組み込むための検討も行った。

　このスパン表については、全国各地からも問い合

わせがあり、配布部数が不足したため追加印刷を行

い、注文に応じているという。

スパン表の活用法の講習会も開催 スパン表の使い方を分かりやすく解説

県内各地のスギから製材した平角材の曲げ強度試験を実施、スパン表を作成した

●中心メンバー　●構成メンバー

岐阜県木材協同組合連合会は、20年度に作成した岐阜県産スギ横架材のスパン表の普及に取り組
んでいる。実用版を作成し、建築士や工務店、プレカット工場などに配布し、講習会を開催している。

県産スギ材を構造材として活用

県産スギ構造材の活用に資する「岐阜県産ス
ギ横架材スパン表」の定着化に関する事業

岐阜県木材協同組合連合会

●岐阜県木材協同組合連合会

スパン表の実用版2500部を作成

結成：平成20年
メンバー： 製材業者、木材販売業者、大工・工務店、

建築士、その他
メンバー数：15
連絡先：TEL・058-271-9941

岐阜県・岐阜市
56

木材生産者

その他

大工・工務店

メンバー
構成

建築士 製材業者

木材販売業者大工・工務店

建築士 製材業者

木材販売業者

その他
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リフォームの推進に人材も育成

　「既存住宅見える化評価チェックシート」をコ
ミュニケーションツールとして研究開発し、この性
能チェックシートを活用したセミナーを19回、相
談会15回などを開催した。
　これらにより工事受注について、契約済み新築２
棟、リフォーム11件、商談中32件、見込み73件
といった実績に結びついている（平成22年２月現

在）。
　また、新築中心の工務店社員を対象にリフォーム
担当人材の育成も進め、７人を育成した。
　平成22年４月以降も消費者向けセミナー５回、
事業者向けセミナーを３回実施、さらに消費者アン
ケート調査も実施中で、平成23年２月頃に報告を
まとめる予定だ。

事業によって
得られた成果

グループについて

　一般社団法人 関西建築業協議会は、

平成18年に、社団法人全国中小建築工

事業団体連合会（全建連）が進める地域

中小建築業界の発展と健全育成を目指し、

大阪府および周辺の府県で活動する中小

建設業および周辺業種の企業が集まり発

足した。地域の木造優良住宅の普及推進

を目的とする。

　会員は、関西圏を中心とした地域木造

住宅建築の工務店がメインで、社団法人

全国中小建築工事業団体連合会（全建連）

所属の団体として活動している。

　これまで、ちきゅう住宅の普及促進や耐震診断、

また、木造住宅のリフォーム研究会などの活動を

行っている。

　具体的には、全建連が行う財団法人住宅保証機構

の瑕疵担保保険（住まいまもり保険）特定団体が適

用となる「ちきゅう住宅」を普及するための「検査

員資格認定講習会」を開催しているほか、会員対象

のセミナーや勉強会などを企画している。また、既

存住宅の長期優良化への普及促進のための研究会、

事業者・消費者セミナーなども開催している。

地域木造住宅市場活性化推進事業での取り組み

　「既存木造住宅の見える化評価ツールによる長期

優良化促進事業」は、地域材活用に重点を置いた既

存住宅の長期優良化リフォームを促進するために、

消費者と事業者のコミュニケーションツールとして

「既存木造住宅見える化評価ツール」を作成し、性

能向上リフォームセミナー、相談会などの促進事業

を実施するもの。

　住宅所有者が住宅の性能状況をひと目で理解で

きるツールを利用することで、適切で計画的なリ

フォームや既存住宅の長期優良化促進を可能にする

ことが目的だ。

　同協議会は、新築住宅事業としてちきゅう住宅事

業、既存住宅事業として耐震事業を実施してきてお

り、耐震診断後の耐震改修提案のときに耐震改修の

ほかに省エネ、バリアフリー改修などを提案してき

た。同協議会では、既存住宅の真の長寿命化のために、

現状の築年数や表面的なきれいさ、設備の更新だけ

でなく、既存住宅の診断と適切な改修設計・施工を

実行することが必須と考え、既存住宅流通を促進し、

さらに長期活用するために、同事業に取り組んだ。

　具体的には「CASBEE戸建編」、「既存住宅性能

評価」、「耐震診断」とともにNPO法人住宅長期保

証支援センターの既存住宅インスペクション実体験

セミナーのテキストなどを参考に、リフォーム前後

の性能を図式化し、既存住宅のリフォーム前後の性

能を消費者にも簡単に比較できる「見える化評価

ツール」を作成する。

　既存住宅セミナーは、この「見える化評価ツール」

を使い、住宅所有者によるリフォーム前の住宅診断

を指導実施するもの。「見える化評価ツール」によっ

て、自宅の課題、問題点と、適切、的確なリフォー

ムすべきポイントを知り、今後長く住宅を活用する

ために必要な事柄を学ぶ。

　さらに木造住宅の長所を活かしたデザイン性のあ

るリフォーム実例（たとえばビニールクロスではな

く無垢の材でできた壁材）や省エネを実行するため

二重サッシや断熱材についても学ぶ。

　また、啓発事業としては、製材所の見学会や木造

住宅構造の見学会などを実施するほか、性能アップ

リフォーム改修実例などを紹介する「木造住宅性能

アップリフォームセミナー」などを開催した。

ストック住宅のリフォーム促進を目的に「既存木造住宅見える化評価
ツール」を作成木造住宅の構造見学会を実施

性能チェックシートを活用したセミナー、相談会を開催

●中心メンバー　●構成メンバー

一般社団法人 関西建築業協議会は「既存木造住宅見える化評価ツール」を作成、地域材活用に重
点を置きながら、既存住宅の長期優良化リフォームを促進している。

木材生産者

その他

大工・工務店

メンバー
構成

建築士 製材業者

木材販売業者

建築士

大工・工務店

その他

木材販売業者

その他

ツールを使ったセミナーなども開催

既存木造住宅の見える化評価ツールによる
長期優良化促進事業

一般社団法人 関西建築業協議会

●一般社団法人 関西建築業協議会

既存住宅の性能状況を見える化し、長期優良化を促進

結成：平成18年
メンバー： 木材販売業者、大工・工務店、建築士、そ

の他
メンバー数：３
連絡先：TEL・06-6941-8336

大阪府・大阪市
57
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地元産材による住宅づくりのプロセスを啓蒙

　NPO法人 ひょうご新民家21では、今回行った
３回の事業を通じて、消費者に対し、地元工務店に
よる地元産材の木造住宅がどのようなプロセスを経
て形づくられるのかを啓蒙した。
　事業成果は具体の数字にも現れており、今回の事
業に参加した90世帯のうち、17.8％が契約等に
結びついている状況だ。
　具体的な実績は以下の通り（平成22年２月時点）
・契約済３件　長期優良住宅　国産材100％（う
ち兵庫県産材60％）
・新築計画中６件　長期優良住宅認定住宅で商談中

　国産材100％（うち兵庫県産材60％）
・リフォーム工事計画７件　兵庫県産材（県産材、
淡路瓦等）
　また、今回の事業では環境をテーマに活動してい
る団体や健康・食をテーマに研究しているグループ
とのコラボレーションも実現しており、告知の段階
で自然な形で木造住宅や県産材、地域工務店をア
ピールできたという。引き続き交流を図っていく考
えだ。
　さらに、モデル住宅を見た他の団体からも連携に
ついての打診が寄せられているそうだ。

事業によって
得られた成果

グループについて

　NPO法人ひょうご新民家21は平成16年に設立さ

れた。

　地域工務店、大工等技能者、林業科、製材工場、建築

士事務所、木材流通業者などの会員で構成されている。

　現在、兵庫県の瀬戸内海から日本海までの多様な

気候風土に合う民家、なかでも省エネ住宅への取り

組みや県産材の利用促進をテーマに、21世紀の民家

研究と消費者への啓発活動、セミナー開催を中心に

活動している。

　主な活動に「ひょうご新民家21の森づくり」があ

る。平成21年11月に兵庫県神崎郡神河町の杉、ヒ

ノキを伐採した後に広葉樹を植林、平成22年８月に

会員で下草刈を行い、継続的に広葉樹を育てていこ

うというもので、会員、消費者とともに毎年の恒例

行事として実施している。

　また、住宅に関わる関連事業者と消費者をつなぐ

イベントとして平成19年、20年、21年と３年続け

て実施したのが「山へのエコ体験ツアー」だ。樹齢

80年前後の木の伐採見学や地元の木で建築された

小学校校舎の見学会を実施、これまでに延べ100人

以上の消費者が参加した。

　一事業者単独では行いにくい山（木）から消費地

（住宅建築）までの研究や啓発活動、さらに大学な

どの学術研究者による指導・サポートを受けられる

点などは、NPOとして活動を行う最大のメリット

として捉えているようだ。

地域木造住宅市場活性化推進事業での取り組み

　前述の「山へのエコ体験ツアー」参加者の90％は

20～30代の子育て世代であり、かつ集合住宅居住者

も含まれていた。日常生活のなかで、木造住宅や大工、

工務店に接する機会がほとんどなかった世代だと言

えるが、終了後のアンケートで「地元の木の大切さ

がわかった」（76％）「木造住宅への関心が高まった」

（64.3％）「地域工務店や大工さんを身近に感じた」

（58％）との回答を得ている。

　木造住宅促進に向けては、こうした普段経験する

ことのできない棟上げや植樹などの体験を通じ、職

人や木材に触れてもらい、木造住宅に対して愛着を

持ってもらうことが重要だと改めて痛感したようだ。

　そこで今回の採択事業では、これまでの企画を踏

襲し、木の家づくりを楽しんでもらえるような参加

者体験型のイベントを企画。

　まず、兵庫県産材を使った木造住宅の実物大棟上

げの実地体験では、製材と立ち木である杉、ヒノキ

の見学と説明を交えながら、５坪程度の住宅の棟上

げを３時間ほどかけて４ヵ月間に３回実施した。作

業の様子を遠巻きに見ていた地元高校生も飛び入り

で参加、大いに活躍してくれたそうだ。

　また、左官、塗装、タイル張りなどの仕上げ体験

では、構造模型などを使って、土壁、漆喰塗などの

左官工事を体験。劣化やメンテナンスについても学

んでもらった。

　さらに、植樹の実体験としての里山･森づくりイ

ベントでは、将来、板材や家具に活用できるブナ、

山桜、ナラなどの落葉樹を植林した。

　「百聞は一見に如かず」。これらの体験イベント

を通じて、消費者に対し、ごく自然な形で木材や住

宅の構造や仕組みに関する情報を提供、木造住宅へ

の愛着を育てることに成功している。同時に、住ま

い文化について考えるきっかけをも与えることがで

きたのでは―と大きな手応えを感じている。

1/2 木造住宅モデル　組み立てイベント

実物大棟上げ体験に参加した高校生たち

植林体験

●中心メンバー　●構成メンバー

兵庫の気候風土に適応した住宅の研究と住まいづくりサポートを行っているNPO法人 ひょうご新
民家21。地域産材を使った軸組み工法による実物大棟上げや植樹の実体験などを通じ、木材と木
造住宅への理解を深めることで、兵庫県産材を使った木造住宅の普及推進に努めている。

木材生産者

その他

大工・工務店

メンバー
構成

建築士 製材業者

木材販売業者

その他

木材生産者

大工・工務店

建築士 製材業者

木材販売業者

兵庫県産材を使った木造住宅を普及

あなたが棟梁　
木材と構造を知ろう 事業

NPO法人 ひょうご新民家21

●NPO法人 ひょうご新民家21

棟上げや植樹などの体験を通じ、木材や住宅への愛着を深める

結成：平成16年
メンバー： 木材生産者、製材業者、木材販売業者、大

工・工務店、建築士、その他
メンバー数：25
連絡先：TEL・06-6941-8336

兵庫県・西宮市
58
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年間24万人の入浴客に御杖材をアピール

　同組合では2010年２月に御杖村の観光地とし
て山畝山林展望台を完成させた。
　御杖村の山林の景観が一望できる場所に、木造２
階建ての約20㎡の展望施設を建設。観光客や登山
客などに御杖村の森林や森林資源に興味を持っても
らう。
　３月には三重県八日市市にある片岡温泉のコミュ
ニティ施設に地域材による展示施設も完成させた。
展示室には15㎜の御杖産の無垢材の壁・天井材を

使用。地元の風景や木材の伐採搬出の作業現場など
の写真をパネル展示した。
　また、コミュニティ施設の玄関や脱衣場の床を厚
さ30㎜のスギの床材に張り替えた。入浴客に素足
で歩いて、御杖産無垢材の良さを肌で感じてもらう
のが狙いだ。
　今後も御杖材のPRを進めるとともに、四日市市
周辺のビルダーに御杖材の利用を推進し、販売を拡
大していく方針だ。

事業によって
得られた成果

グループについて

　奈良県宇陀郡の御杖村森林組合の設立は昭和27

年。森林の保続培養と森林生産力の増進を図るため

活動してきた。森林経営の活性化を図るため、平成

21年度から「みつえ森林組合の家」推進協議会を立

ち上げ、奈良県地域認証材（産地認証）である御杖

材を使った「品質・価格・納期・安全」を確保した

木造住宅の普及にも取り組みはじめた。林業者や製

材業者、プレカット業者、建築士などがメンバーと

して参加している。

　同推進協議会では、「１棟毎無垢構造材（品質認証）

供給システム」を確立しようとしている。近隣大消

費地である四日市市周辺などの建設業者へ「品質・

価格・納期・安全」を確保した木造住宅の一棟分ま

るごとの構造躯体の供給を標準化するというものだ。

　外材の普及により、御杖村の山林7000haが経済

価値を失いつつある。御杖村森林組合では、これま

で間伐材を有効利用する製品開発を進めてきたが、

これは主にＢ材やＣ材を活用するものだった。「１

棟毎無垢構造材（品質認証）供給システム」により、

Ａ材の利用を推進し、地域材である御杖材の販売拡

大を図りたい考えだ。

地域木造住宅市場活性化推進事業での取り組み

　同協議会が進めている「１棟毎無垢構造材（品質

認証）供給システム」は、林業から製材業、プレカッ

ト工場、建設業が連携し、邸別の住宅資材供給を行

うというものだ。住宅１棟、１棟の発注がCADデー

タとともに山元へ送信される。そして、同組合の管

理のもと、１棟毎の伐採、製材、乾燥、プレカット、

品質検査を行い「品質・価格・納期・安全」を確保

した木造住宅の１棟分まるごとの構造躯体を製品

化。建築現場へ邸別に配送する。受発注においては、

kodo.ccが提供しているマッチングサイト「建サク」

「林サク」の受発注システムを活用する。

　その一方で、平成21年度の地域木造住宅市場活性

化推進事業を活用し、消費者に対して御杖材の普及・

啓蒙活動も展開している。

　ユニークなのは観光業と連携し、木材産地へ消費

者を呼び寄せようとしている点だ。

　具体的には、御杖村の観光地として山畝山林展望

台を建設した。御杖村の森が見渡せる展望所を中心

に施設・環境を整備した。登山道の途中にあり、車

道も近く、海抜550ｍから三峰連峰を見渡すことが

できる。御杖村の森林を眺めることで、家づくりに

興味を持ってもらうのが狙いだ。

　また、消費地である四日市市に展示ルームを整

備した。同市にある片岡温泉のコミュニティ施設に、

木材を多用した体感施設をつくった。自然素材であ

る無垢材の良さを消費者に目で見て、肌で感じても

らう。そういう意味で、温泉は絶好のPRの場だとい

う。無垢材の良さを体感してもらうことで、「みつえ

森林組合の家」の理解者を増やしていきたい考えだ。

　さらに、同協議会が進めている「１棟毎無垢構造

材（品質認証）供給システム」への参画を募るため、

林業関係者や工務店など

を対象に、地域材利用に

関する講習会も開催した。

　地域材を使った住宅の

普及・啓発のため「みつ

え森林組合の家」の冊子

も作成し、講習会などで

配布した。

　インターネットを通じ

た情報発信も行っている。

建設業者、消費者の双方

に対して奈良県地域認証材（産地認証）による「み

つえ森林組合の家」をPRしている。

豊かな自然に囲まれた御杖村

御杖材を使った住まいづくりを
普及するために冊子も作成した

木材をふんだんに取り入れた展望台の内観

御杖村の森林を眺めることで、家づくりに興味を持ってもらうため建
設した「山畝山林展望台」

●中心メンバー　●構成メンバー

奈良県の御杖村森林組合では、地域材である御杖材の供給を近隣消費地である四日市市周辺で拡大
しようとしている。邸別の住宅資材供給体制を構築するとともに、観光業などとも連携し、消費者
へのPR、普及活動を行っている。

木材生産者

その他

大工・工務店

メンバー
構成

建築士 製材業者

木材販売業者

建築士 製材業者

木材販売業者

木材生産者

その他

大工・工務店

観光地と連携し木の魅力をアピール

消費地への１棟毎無垢構造材（品質認
証）供給システム確立に関する事業

御杖村森林組合

●御杖村森林組合

近隣大量消費地での木材販売を拡大

結成：昭和27年
メンバー： 木材生産者、製材業者、木材販売業者、大

工・工務店、建築士、その他
メンバー数：22
連絡先：TEL・0745-95-2010

奈良県・宇陀郡御杖村
59
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中小工務店の事業活性化の足がかりに

　長期優良住宅認定が制度化されたことを受け、国
や自治体などにより様々な優遇措置が実施されてい
る。こうした優遇措置を上手く活用することで、エ
ンドユーザーにとっては大きなメリットになる。し
かし、同協会によると、地方の中小工務店にとって
は技術的な諸手続きを行い、認定基準をクリアする
ことは難しいという。それだけに、顧客の要望に応
える形で、地場の住宅建設の担い手である中小工務
店が長期優良住宅を供給できるようなバックアップ
体制を構築することができれば、地方工務店の市場
が拡大し、地域の木造住宅建設の活性化に大きく寄
与することができる。

　また、地域の中小工務店の事業が活性化すること
で、地域経済の活性化につながることも期待できる。
　同協会が実現しようとしている「長期優良住宅シ
ステム200」は、まさにこうした中小工務店と地
域経済の活性化の足がかりになることを目指したも
のだ。
　同協会では長期優良住宅に関する消費者相談会も
実施、２回開催で19人が出席した。工務店や設計
事務所など対象にした研修会については、合計４回
開催し、延べ85人が参加、長期優良住宅の普及促
進に向けた、消費者と事業者双方の意識の高まりを
促そうとしている。

事業によって
得られた成果

グループについて

　一般社団法人 山口県建設産業協会は、地域の中

小工務店を中心に設立された団体で、現在の会員数

は40社。構成メンバーは、大工・工務店を中心に、

木材生産者や製材業者、木材販売業者など。中心メ

ンバーはこれまでに地域住宅相談運動の一環として、

全国第一号の「地域住宅相談施設」を発足させたほ

か、県産材住宅「山口の家」の開発、性能表示申請

支援アドバイザー協議会の設立など、幅広い活動を

行っている。

地域木造住宅市場活性化推進事業での取り組み

　同協会では、地域工務店による長期優良住宅の

建設が少ないことを受けて、会員に調査を実施し

た。その結果、長期優良住宅を建設しない理由とし

て、「手続きが面倒」「設計が出来ない」「施工の経

験が少ない」「コストアップ額が判らないのでお客

に勧められない」「長期の維持管理が不安」「住宅履

歴の作成が大変のようだ」といった回答があった。

　一方で消費者からは、工務店に対する施工技術や、

長期にわたる維持管理を行うための体制などを不安

視する声があった。

　そこで、地域工務店を組織的にバックアップし、

消費者の要望に応えるための仕組みづくりが必要で

あると考え、地域木造住宅市場活性化推進事業の一

環として、「長期優良住宅システム200」の構築を

進めることとした。

　この事業では、まず中小工務店でも長期優良住宅

に取り組めるように、地域の設計事務所と業務補完

できる連携システムを構築した。また、会員各社が

同じような品質レベルの住宅を供給できるように、

長期優良住宅認定基準をクリアするための設計・性

能仕様を策定した。省エネ性能などについては会員

各社が自由により高い性能値を設定できるようにし

た。また、工務店でも業務に容易に取り組めるよう

パソコンによる設計積算作業の一元化を図った。同

時に工事管理や維持管理の共通仕様も策定した。

　設計・仕様・工事管理・維持管理などに関する業

務マニュアルも作成し、実務面でも会員各社をバッ

クアップしていく。

　さらに、「長期優良住宅システム200普及セン

ター」の組織化も図っている。設計・工事・維持管理・

履歴・保証などを一貫して推進する普及センターの

組織化に関する計画を推進している。長期優良住宅

の認定を取得するためには、アフターサービスや保

証体制などを構築する必要がある。しかし、大手企

業と異なり、中小工務店がこうした体制を構築する

ことは人材的にも資金的にも難しい面がある。そこ

で、普及サンターを核として、会員各社が相互補完

をする形で、設計から施工、さらにはアフターサー

ビスや保証までの体制を構築していこうというわ

けだ。

　そのほか、短期・中期の保証レベルを共通化する

とともに、10年目以降30年～100年に至る点検保証

のチェックシステムも作成した。

　山口県下の工務店や設計事務所、建材供給業者を

対象とした説明会や研修会なども実施している。

工務店や設計事務所などを対象にした研修会を開催 研修会は合計４回開催し、延べ 85 名が参加した

長期優良住宅に関する相談コーナーも設置した工務店の意見交換会も実施

●中心メンバー　●構成メンバー

一般社団法人 山口県建設産業協会では、地域工務店による長期優良住宅の認定取得をバックアップ
するための仕組みやツールの制作を進めている。地域工務店のレベルアップと、長期の使用に耐え
得る長期優良住宅の普及促進により、地域住民に豊かな住生活を提供しようというのが主な狙いだ。

木材生産者

その他

大工・工務店

メンバー
構成

建築士 製材業者

木材販売業者大工・工務店

その他

建築士

大工・工務店 木材販売業者

木材生産者

製材業者

共通の設計・性能仕様を策定し、サポートセンター設置の検討も

長期優良住宅システム200
「開発と普及に関する事業」

一般社団法人 山口県建設産業協会

●一般社団法人 山口県建設産業協会

地域工務店の長期優良住宅への取り組みをバックアップ

結成：平成19年
メンバー： 木材生産者、製材業者、木材販売業者、大

工・工務店、建築士、その他
メンバー数：40
連絡先：TEL・0836-51-3850

山口県・宇部市
60
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当面の目標はかがわ型住宅の年間供給戸数10戸

　特定非営利活動法人 木と家の会では、作成した
手引書に基づいて建設したかがわ型住宅の供給を増
やしていくために、年間30戸という目標を掲げて
いる。
　年間30戸のかがわ型住宅が供給されることで、
県産材を年間1000㎥（１棟当たり30坪程度で計
算）程度利用することになるという。
　年間30戸という目標を達成するために、当面は
年間10戸の供給を目指していく。
　これまで（平成22年８月30日現在）の供給実績
は、12棟が竣工し、２棟が建設中となっている。
　また、展示住宅にはこれまで約300人が訪れ、

このうち３件の受注を獲得した。
　今後は全国的に新築需要が減少することを考慮し、
リフォーム工事などでも県産材を活用するように働
きかけていく方針だ。
　そのほか、手引書の制作によって、県内の大工・
工務店のボトムアップにつながるのではないかとも
見ており、人材育成という観点でも様々な活動を展
開していこうとしている。
　同会では「一般の方々への普及はまだまだだが、
林業家や流通業、製材業の方々にかがわヒノキを
知ってもらえるようなってきた」という手ごたえを
感じている。

事業によって
得られた成果

グループについて

　地域産材の活用が全国各地で進むなか、香川県で

は県産材の活用促進に向けて、いくつかの課題を抱

えている。他の県産材に比べて県産材の物流網の充

実化が遅れているだけでなく、林業自体の構造改革

の必要性も指摘されている。さらには、消費者側の

認知度も低いという。

　特定非営利活動法人 木と家の会ではこうした点

を考慮し、県産材を活用した住まいづくりを普及さ

せいくための活動を行っている。

　その一環として、「かがわ型住宅（地域型住宅）」

を具体化させ、様々な方面へ訴求している。県産材

「かがわヒノキ」を活用した「かがわ型住宅」では、

木材寸法などの仕様を整備するといった地域材の部

材寸法の規格化なども推し進めようとしているほか、

展示住宅の建設なども実施している。

　展示住宅はかがわヒノキを活用しているだけでな

く、地域の自然素材なども使いながら、地域に伝わ

る伝統技術を使った香川県の気候風土に適した住宅

に仕上げている。

地域木材住宅市場活性化推進事業での取り組み

　「かがわ型住宅」の供給については、同会の会員

企業などが行っているが、個々の企業の取り組みに

統一性をもたせる必要がある。そこで、同会では「か

がわ型住宅」の手引書として「木と家のこと」とい

う冊子（A４、88ページ）を制作した。

　香川県の森林の現状をはじめ、かがわヒノキやか

がわ型住宅の魅力、かがわ型住宅の仕様や設計・施

工例などを紹介しており、関連企業だけでなく、消

費者でも読める内容になっている。

　同会では、この冊子を活用し、かがわ型住宅に取

り組む企業を増やしていくだけでなく、香川県の伝

統的な住宅技術を次世代に継承していきたい考えだ。

　また、一般消費者にかがわ型住宅やかがわヒノキ

の存在を広くアピールし、ブランド力を培っていく

ための取り組みも進めている。

　一般消費者を対象とした住まいづくりセミナーや

ワークショップ、完成見学会などを積極的に開催し

ている。

商店街のイベントを通じて、多くの消費者に「かがわ型住宅」や「か
がわヒノキ」をPR

大人だけでなく子ども達の「かがわ型住宅」に関する認知度向上にも
取り組んでいる

地元の商店街でもイベントを開催

エンドユーザー向けのワーク
ショップも開催

かがわ型住宅（地域型住宅）」の手引書と
して作成した冊子「木と家のこと」

●中心メンバー　●構成メンバー

特定非営利活動法人 木と家の会では、香川県の気候風土に適した住宅の普及促進に取り組んでお
り、「かがわヒノキ」という地域産材の活用を推進している。その一環として、地域産材を活用した「か
がわ型住宅（地域型）」の手引きを作成した。

木材生産者

その他

大工・工務店

メンバー
構成

建築士 製材業者

木材販売業者

建築士

大工・工務店

製材業者

木材販売業者

その他

地域の気候風土を考慮した伝統的な住宅を次世代に継承

風土に適した「かがわ型住宅（地域型住宅）」
手引き等の作成ならびに普及促進に関する事業

特定非営利活動法人 木と家の会

●特定非営利活動法人 木と家の会

地域産材を活用した「かがわ型住宅」の普及を促進

結成：平成13年７月
メンバー： 製材業者、木材販売業者、大工・工務店、

建築士、その他
メンバー数：60
連絡先：TEL・087-867-6851

香川県・高松市
61
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協同組合での活動により消費者との接点が増加

　肥後もりの家ネットワーク事業協同組合による
と、「これまで住宅を消費者にPRする機会は構造見
学会か内覧会に限られていたが、団体でまとまって
複数の会場をバスツアー形式で回遊する形式や、産
地に出向いて実際に使用する木材を目で確認したり、
消費者との接点が増した」という。
　また、同組合では「小国の森の木になるまつり」
を主催しているが、1000人もの来場者を集めてい
る。「手作り感が好評で、『大工作業３日間無料券』
など、大工さんならではのプレゼントにより、消費

者との垣根を取り除くことができた」としている。
　その一方で、消費者向けセミナーがメンバーの情
報獲得機会にもなっているという。税制や長期優良
住宅などに関する消費者向けセミナーを開催したこ
とで、消費者だけでなくメンバー全員がいち早く住
宅行政の方向性を把握することができたそうだ。
　なお、同組合では、森林認証材を活用した家づく
りを年間10棟供給し、小国杉の使用量を年間100
㎥（製品換算）にまで増加させることを当面の目標
として掲げている。

事業によって
得られた成果

グループについて

　肥後もりの家ネットワーク事業協同組合は、森林

認証を取得した地域産材「小国杉」を積極的に利用

するために、林業関係者だけでなく、大工・工務店

なども一緒になりネットワークを組んだ組織だ。

　住宅づくりに関する“川上”から“川下”までが連携

し、地域産材を活用した家づくりを消費者に訴求し

ている。

　大手の住宅事業者の後追いをするような住宅の工

法・価格に捉われた家づくりを行うのではなく、地

域の工務店ならではの家づくりを実践しようとして

おり、小国杉を活用することで地産地消型の住宅を

提供しようとしている。

　「我が家のふるさとは小国」というテーマを掲げな

がら、消費者と住宅事業者との距離を縮め、作り手の

顔が見える家づくりを形にすることを目指している。

地域木造住宅市場活性化推進事業での取り組み

　肥後もりの家ネットワーク事業協同組合では、森

林認証を取得した森林で採れた小国杉に産地証明を

セットすることで、トレーサビリティがはっきりし

た木材を提供している。これにより、より環境にや

さしく、消費者に安心感を与える家づくりを進めよ

うとしている。

　こうした小国杉を利用した住宅を消費者に訴求す

るために、様々なPR活動も進めている。平成21年

度についても、９月に「小国の森の木になるまつり」

を主催したほか、「県民ふれあいまつり」に参加し

た。10月には「産地体験会」へ参加、12月には「住

宅相談会及び内覧会」を主催、２月にも「産地体験

会」に参加している。また、４～８月までは「住宅

相談会及び住宅内覧会」を主催し、積極的なPR活

動を展開している。

構造見学会なども実施

肥後もりの家ネットワーク事業協同組合では「小国の森の木になるま
つり」を開催している
上の写真は子ども達を対象に実施した秘密基地づくりを行っている様子

「小国の森の木になるまつり」では木製名刺作成体験コーナーなども設けた 現場内覧会ではモデル住宅内にキッズコーナーを設置

税制や長期優良住宅をテーマにした消費者セミナー

●中心メンバー　●構成メンバー

熊本県の肥後もりの家ネットワーク事業協同組合は、地元産の小国杉を活用した木造住宅の普及促
進に向けた活動を実施している。森林認証を取得した小国杉を積極的に活用しながら、地域の工務
店ならではの住宅を供給しようとしている。

木材生産者

その他

大工・工務店

メンバー
構成

建築士 製材業者

木材販売業者

その他

木材生産者

大工・工務店

製材業者

木材販売業者

林業、大工・工務店、さらには消費者も巻き込みながら活動を展開

森林認証小国杉を活用した木造住宅の
普及推進事業

肥後もりの家ネットワーク事業協同組合

●肥後もりの家ネットワーク事業協同組合

地元産の森林認証材を活用した家づくりを推進

結成：平成18年
メンバー： 木材生産者、製材業者、木材販売業者、大

工・工務店、その他
メンバー数：9
連絡先：TEL・096-389-0022

熊本県・熊本市
62
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